
公 募 公 告 

 

次のとおり公告します。 

１ 公募に付する事項 

（１）事業等の名称： 

令和２年度「北方四島交流事業」四島側訪問団の受入れ委嘱 

（２）事業等の実施予定時期 ：令和２年５月頃～１１月頃まで 

（３）業務履行に必要となる条件（仕様書）：別紙のとおり 

 

２ 公募に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当し

ない者であること。なお，未成年者，被保佐人又は被補助人であって，契約締

結のために必要な同意を得ている者は，同条中，特別の理由がある場合に該当

する。 

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。 

（３）平成３１，３２，３３（令和１，２，３）年度外務省競争参加資格（全省

庁統一資格）の「役務の提供等」を有する者であること。 

（４）外務省から指名停止を受けている期間中でないこと。 

（５）業務の内容を熟知した者。 

（６）北方領土問題の経緯等に関し十分な知識を有し，北方領土返還要求運動の

実績を有する者。 

（７）令和２年度予算成立後の契約を可とする者。 

 

３ 公募説明会 

（１）開催日時：令和２年２月１８日（火） １５時 

（２）開催場所：〒１００－８９１９ 東京都千代田区霞が関二丁目２番１号 

外務省 南２７１号室 

（３）説明事項：業務の概要等に関する事項 

（４）説明会参加申込み：本説明会に参加を希望する者は，上記（１）の開催日

時の前日午後５時までに，ＦＡＸ等の書面により次の係に申込みを行って下

さい。 

〒１００－８９１９ 東京都千代田区霞が関二丁目２番１号 

外務省欧州局ロシア課  担当：中村 

電話：（代）０３－３５８０－３３１１（内）５２６５ 

Ｆａｘ：０３－５５０１－８２９９ 

 



４ 応募申込み 

（１）応募申込書提出期限：令和２年３月１３日（金） １５時 

（２）提出場所：上記３（４）に同じ。 

（３）提出すべき書類等： 

①応募申込書，②資格審査結果通知書（写），③業務仕様書に示す書類及びそ

の他公募説明会において提出を求めた書類。 

 

以上公告する。 

 

 令和２年１月３１日 

外務省欧州局ロシア課長  宮本 哲二 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令 和  年  月  日 

       （提出日を記載して下さい） 

応募申込書 

外務省欧州局 

ロシア課長 殿 

 

住 所 

会 社 名        

代 表 者 氏 名 

                                    

（社印及び代表社印を捺印して下さい）  

 

当団体は，外務省欧州局ロシア課が行う令和２年度「北方四島交流事

業」四島側訪問団の受入れの委嘱先となることを希望いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



仕 様 書 

１．件名 

 令和２年度「北方四島交流事業」四島側訪問団の受入れ委嘱 

 

２．事業概要 

（１）四島交流とは，１９９１年１０月１４日付けの日本国及びソ連

邦の外務大臣間の往復書簡に従い，北方領土問題が解決されるまで

の間，相互理解の増進を図り，もってそのような問題の解決に寄与す

ることを目的として，旅券・査証なしで行われる日本国民から構成さ

れる訪問団による北方四島への訪問及び継続的かつ現に北方四島に

居住するロシア連邦国民から構成される訪問団による我が国の諸地

域への訪問をいう。 

（２）四島交流事業の実施に際しては，日本国民の訪問は内閣府が，

北方四島に居住するロシア連邦国民の訪問は外務省が担当している。

ロシア国民の訪問に関しては，四島交流の枠組みにより，２０１９年

度までに，１０，１３２名の四島住民等が北海道本島を始めとした我

が国の諸地域を訪問し，日本国民との住民交流会，各地の視察を行う

など，日本国民と四島住民との相互理解の深化に努めている。 

（３）令和２年度においても四島交流事業の実施が予定されており，



そのうち北方四島に居住するロシア国民の我が国の諸地域への訪問

事業を６回程度実施することを予定しており，概ね以下のような構

成とする。 

 

ア 北海道本島での受入れ４回（うちファミリー１回，一般１回，青

少年１回，日本語習得１回）程度。 

イ 北海道本島以外での受入れ２回（うち一般１回，青少年１回）。 

 

３．委嘱業務の内容 

ロシア国民の訪問団を受け入れるに当たって必要となる事務的作

業の実施。具体的には，少なくとも以下の業務を含むこととする。 

（１）訪問団を受け入れるに当たっての四島側実施団体及び北方

領土返還要求団体等との調整（調整に要する費用の支払い

を含む。）。 

（２）訪問団が根室港に到着してから，同港より出発するまでの

間，外務省と協議の上，本件受入れ事業の枠内で実施される

住民交流会，各種視察等のアレンジ。 

（３）一般受入れの際に，毎回希望者６名程度に対し，専門健康診

断（人間ドック，脳ＭＲＩ等）を実施すること。実施にあた



って必要となる書類の翻訳，及び，診断結果表の翻訳を行

い，受診者に送付すること。専門健康診断・検診受診料及び

診断結果表の翻訳経費は，受診者が負担するものとし，それ

以外の経費は，四島交流実施の経費に含めること。 

（４）北方四島と根室の間の訪問団の移動に必要な「えとぴりか

号」の傭船及び（２）（３）に記載した行事に参加するため

の滞在中の交通手段の確保（契約，費用の支払いを含む。）。 

（５）訪問団の宿泊先の留保（契約，費用の支払を含む。）。 

（６）訪問団に同行するエスコート及び通訳の確保（契約，費用

の支払を含む。）。 

（７）その他，訪問団の滞在に係る諸経費（食事等）の負担。 

（８）報告書の作成及び提出（契約，費用の支払を含む。） 

（９）訪問団の受入れは概ね北海道本島（４回程度）及び北海道

本島以外（２回程度）が予定されているがいずれか一方の

みでも可。 

（１０）訪問団の安全を確保し団体としての訪問を円滑に実施す

ること。 

 



４．委嘱業者の条件・要件 

（１）本件事業は，北方領土問題が解決されるまでの間，相互理解の

増進を図り，もってそのような問題の解決に寄与することを目的と

して行われているものであることから，北方領土問題，北方領土返還

要求運動及び四島交流に関する深い知識を有すること。 

（２）一行が滞在中は，北方四島に居住するロシア国民と日本国民と

の相互理解の増進を図り，もって北方領土問題の解決に寄与すると

の四島交流の目的に沿って，北方領土返還要求団体等と協力して，当

該ロシア国民との住民交流会等北方領土問題に関する相互理解を深

める行事を含んだ日程を組む必要があることから，委嘱業者につい

ては，北方領土返還運動を実施している団体，もしくは北方領土返還

要求団体と関係を有している団体であることがより望ましい。 

 

５．再委託 

（１）上記３．（２），（３），（４），（５）及び（６）については，書

面にて事前に外務省の許可を得て業務を再委託することも可能であ

るが，その場合は，競争原理を取り入れ，コスト削減に努めること。 

（２）再委託にあたっては，再委託を行う業務の範囲，再委託の必



要性及び契約金額について書面に記載することとする。 

 

６．検査及び検収 

（１）受託者は，各事業が終了した際に速やかに業務報告書を外務

省または外務省が指定する場所に提出し，外務省または外務省が指

定する職員による検査・検収を受けるものとする。 

（２）受託者は，前項の検査に合格した時をもって業務を完了した

ものとする。 

（３）上記（２）の規定による検査の結果，不合格のものについて

は，外務省の指示に従い遅滞なく修正を行い，再度検査を受け，業

務を完了させなければならないものとする。 

（４）上記（３）の場合において生じる一切の経費は受託者の負担

とする。 

（５）上記（１）～（３）をもって業務の検収とする。 

 

７．精算 

 受託者は，上記６．検査及び検収が完了した後，各事業ごとに所要

経費を外務省へ請求できるものとする。 

 



８．契約期間 

 令和２年４月～翌年３月３１日（予定）（ただし令和２年度予算の

成立が条件。） 

 

９．秘密保持 

（１）受託者は，本契約の履行にあたり知りえた外務省の秘密に属す

る事項について，本契約期間中，契約完了後の如何を問わず，これを

漏洩又は他の目的に使用してはならないものとする。 

（２）受託者は，上記５．に基づき本件業務の一部を再委託する場合

には，その再委託先，再々委託先等にも秘密保持を遵守せしめるもの

とする。 

以上 
 


